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諮問庁：国土交通大臣 

諮問日：平成２８年６月２１日及び同年１０月２４日（平成２８年（行情）諮

問第４２５号及び同第６４４号） 

答申日：平成２９年３月８日（平成２８年度（行情）答申第７８４号及び同第

７８５号） 

事件名：国土交通大臣が沖縄県知事の埋立て承認取消しに「代執行」を求めた

訴訟に関する決裁関連文書の開示決定に関する件（文書の特定） 

国土交通大臣が沖縄県知事の埋立て承認取消しに「代執行」を求め

た訴訟に関する決裁関連文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「国土交通大臣が沖縄県知事の埋立て承認取消しに『代執行』を求めた

訴訟に関する決裁関連文書の全て」（以下「本件請求文書」という。）の

開示請求に対し，別紙１に掲げる文書１－１ないし文書２－２（以下，併

せて「本件対象文書」という。）を特定し，その一部を不開示とした各決

定については，本件対象文書を特定したことは妥当であるが，別紙３に掲

げる部分を開示すべきである。 

第２ 不服申立人の主張の要旨 

１ 不服申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，国土交通大臣（以下「処分庁」又は

「諮問庁」という。）が行った平成２８年１月２０日付け国広情第３３９

号による開示決定及び平成２８年７月２９日付け国広情第１７２号による

一部開示決定（以下，順に「処分１」及び「処分２」といい，併せて「原

処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 不服申立ての理由 

不服申立人が主張する不服申立ての理由は，異議申立書及び審査請求書

の記載によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）異議申立書（諮問第４２５号，処分１） 

ア 電磁的記録の存在について確認を求める。 

情報公開手続についての国の統一的指針である「情報公開事務処理

の手引」２２頁は，「行政文書を文書又は図画と電磁的記録の両方

の形態で保有している場合には，文書又は図画について，スキャナ

で読み取ってできた電磁的記録を交付する方法と既に保有している

電磁的記録をそのまま交付する方法とがあることから，開示請求の
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手続の中で開示請求者にその旨教示し，対象となる行政文書をあら

かじめ請求者に特定して頂いておくことが必要である」と定めてい

る。 

そこで本件開示決定で特定された紙媒体以外にも，電磁的記録形式

が存在すれば，その特定を求めるものである。 

イ 開示実施手数料の見直しを求める。 

本件対象文書に電磁的記録（既にスキャナで読み取ってできた電磁

的記録，又は既に保有している電磁的記録）が存在すれば，これに

係る開示実施手数料は１ファイルにつき￥２１０円である。その場

合，本件開示決定に係る開示実施手数料は開示決定通知書での請求

額より少なくなると思われるので，開示実施手数料の見直しを求め

るものである。 

（２）審査請求書（諮問第６４４号，処分２） 

ア 不開示処分の対象部分の特定を求める。 

内閣府情報公開・個人情報保護審査会の審議において審査請求人は

書面を通じてしか意見を申し立てることができない。従って不開示

部分を直接指さして特定するという方法が採れないため，本決定に

おける特定の仕方では不十分である。 

何頁の何行目から何行目までという辺りまで不開示部分の特定がさ

れないと審査会の審議における書面での申立に支障が生じること，

及び平成２２年度（行情）答申第５３８号で指摘されたような原本

と開示実施文書の相違の発生防止の観点から，更に特定を求めるも

のである。 

イ 一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべ

きである。 

ウ 改めて対象文書の特定を求める。 

本件開示決定で特定されたとする文書の名称は，「国土交通省行政

文書管理規則」（国土交通省訓令第２５号）１２条に基づき付され

た名称ではないと思われるので，改めて同条に基づき付された名称

で各々の文書を特定すべきである。 

エ 電磁的記録についても特定を求める。 

（上記（１）アと同一内容であるため，記載省略） 

オ 開示実施手数料の見直しを求める。 

（上記（１）イと同一内容であるため，記載省略） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 理由説明書 

（１）本件不服申立てについて 



 3 

ア 本件不服申立て（異議申立て及び審査請求）に係る開示請求は，法

に基づき，国土交通大臣に対して，本件請求文書の開示を求めてなさ

れたものである。 

イ これを受けて，諮問庁は，法１１条の規定を適用することにより開

示決定期限の特例延長を行ったうえで，平成２８年１月２０日に，別

紙１のⅠに掲げる文書の開示決定を行い（処分１），平成２８年７月

２９日付け国広情第１７２号により，別紙１のⅡに掲げる文書を一部

開示する決定（処分２）を行った。 

ウ 本件不服申立ては，不開示部分の精査及び原処分で特定された文書

以外の電磁的記録形式による文書の保有の有無の確認等を求めて提起

されたものである。 

（２）不服申立人の主張について 

不服申立人の主な主張は，上記第３の２のとおりである。 

（３）原処分に対する諮問庁の考え方について 

不服申立人は，本件開示請求における不開示部分の特定及び電磁的記

録の存在等において疑義があることを理由として，原処分の精査を求め

ていることから，原処分の妥当性について，以下のとおり検討する。 

なお，諮問庁は，不服申立人のいう「国土交通大臣が沖縄県知事の埋

め立て承認取り消しに『代執行』を求めた訴訟」について，国土交通大

臣が沖縄県知事に対して平成２７年１１月１７日付けで提起した，「地

方自治法２４５条の８第３項の規定に基づく埋立承認処分取消処分取消

命令請求事件」（以下「本件訴訟」という。）であると特定したもので

ある。 

ア 経緯 

本件開示請求は，本件訴訟に関する決裁関連文書の全てを求めてい

る。 

本件訴訟提起に先んじて，国土交通大臣は沖縄県知事に対して，同

知事が平成２７年１０月１３日付けで行った公有水面埋立法４２条

１項に基づく公有水面埋立ての承認の取消処分に関して，平成２７

年１０月２８日付けで地方自治法２４５条の８第１項に基づく勧告

及び同年１１月９日付けで同条２項に基づく指示を行った。しかし

ながら，同知事がこれに従わなかったことから，同月１７日付けで

同条３項に基づく勧告に係る事項を行うべきことを命ずる旨の裁判

を求める本件訴訟を提起した。 

また，同条４項に基づき同月１７日付けで同知事への通告及び同月

１８日付けで福岡高等裁判所那覇支部への通知を行った。 

よって，本件訴訟に関する決裁関連文書としては，①同条１項によ

る勧告に係る決裁文書一式，②同条２項による指示に係る決裁文書
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一式，③同条３項による訴訟の提起に係る決裁文書一式，④同条４

項による沖縄県知事あて通告に係る決裁文書一式並びに⑤同条４項

による福岡高等裁判所那覇支部あて通知に係る決裁文書一式が対象

となる。 

上記①ないし⑤のうち，③の通知文に添付した訴状（案）及び④の

通告文に添付した訴状については，該当する行政文書の量が著しく

大量であり，かつ，当該文書の調査等に相当な時間を要することか

ら，平成２８年８月１日までに開示するとして法１１条の規定によ

る期限の特例延長を行った上で，当初処分において，別紙１のⅠに

掲げる文書を開示した。 

その後，当該請求文書の調査が終了したことから，残りの文書であ

る別紙１のⅡに掲げる本件対象文書を開示した原処分を行ったもの

である。 

イ 法５条の該当性について 

（ア）本件対象文書中，法人等に関する情報であって，公にすることに

より，当該法人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあるものについては，法５条２号イに該当するとして不開

示とした。 

（イ）本件対象文書中，希少野生動植物種等に指定されている生物の生

息場所等が具体的に特定できる情報であって，公にすることにより，

乱獲等のおそれがあり，当該生物の保護に支障を及ぼすおそれがあ

るものについては，法５条６号柱書きに該当するとして不開示とし

た。 

ウ 不服申立人の主張について 

（ア）不服申立人は，不開示部分の対象部分の特定を求めているが，不

開示とした部分は上記イに記載したとおり特定し，行政文書開示決

定通知書において適切に記載している。また，不服申立人は処分２

で開示決定した文書について，行政文書の開示の実施申出を行って

いない。よって，処分２に対する審査請求は開示文書の全容に対し

どの部分が不開示となっているのか確認を行っていない段階でなさ

れたものであり，不服申立人の主張は正当性を欠くものである。 

（イ）不服申立人は，国土交通省行政文書管理規則１２条に従い文書を

特定するよう主張するが，本件訴訟に関する文書は同規則に基づき

適切に管理しており，上記アに記載した文書特定の経緯に影響を及

ぼすものではない。 

（ウ）不服申立人は，本件対象文書の電磁的記録の保有の有無について

確認を求めるが，本件対象文書についての電磁的記録は，本件開示

請求時点において存在しない。 
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（４）結論 

以上のことから，本件開示請求に対して，本件対象文書を特定のうえ，

法５条２号イ及び法５条６号柱書きに該当する部分を不開示として一部

開示決定とした原処分は妥当であると考える。 

２ 補充理由説明書 

原処分について，先に理由説明書等において不開示理由を説明したとこ

ろであるが，今回，諮問庁において不開示部分及び不開示理由について再

検討した結果，下記（２）アに掲げる部分については，法５条１号に定め

る不開示情報にも該当すると考えるため，以下説明する。 

（１）原処分において不開示とした部分とその理由 

別紙２のとおり。 

（２）上記（１）のうち，法５条１号の不開示情報にも該当する部分及びそ

の理由は，次のとおり。 

ア 不開示部分 

① 証拠説明書甲Ａ５６及び甲Ａ５７の標目（作成者欄）に記載さ

れている特定法人の従業員名 

② 証拠書類甲Ａ５６号証及び甲Ａ５７号証（特定法人が提出した

報告書）に記載されている特定法人の従業員名及び当該従業員の経

歴等当該従業員を類推することができる情報 

イ 不開示とする理由 

当該不開示部分には，特定法人の従業員名及び従業員名を類推する

ことができる情報が記載されているが，これは法５条１号本文前段

の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができる

ものに該当すると認められる。報告書は，法人の従業員が作成した

ものであるが，その法人に所属するどの従業員が報告書を作成した

かについて公表を義務付ける法令等の規定や慣行は認められないこ

とから，当該氏名及びそれを類推できる情報については，法令の規

定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されて

いる情報とは言えず，同号ただし書イに該当するとは認められない。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，平成２８年（行

情）諮問第４２５号及び同第６４４号を併合し，調査審議を行った。 

① 平成２８年６月２１日  諮問の受理（平成２８年（行情）諮問第

４２５号） 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同年１０月２４日    諮問の受理（平成２８年（行情）諮問第

６４４号） 

④ 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 
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⑤ 同年１１月１日     審議（同上） 

⑥ 同年１２月５日     審議（平成２８年（行情）諮問第４２５

号）並びに本件対象文書の見分及び審議

（同第６４４号） 

⑦ 平成２９年１月２３日  審議（平成２８年（行情）諮問第６４４

号） 

⑧ 同年２月８日      諮問庁から補充理由説明書を収受（同

上） 

⑨ 同年３月６日      平成２８年（行情）諮問第４２５号及び

同第６４４号の併合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

本件対象文書を特定し，その一部を法５条２号イ及び６号柱書きに該当す

るとして不開示とする原処分を行った。 

不服申立人は，本件対象文書の外にも開示請求の対象として特定すべき

文書（紙媒体が特定された本件対象文書の電磁的記録）があるはずであり，

本件対象文書の不開示部分は開示すべきであるとして，原処分の取消しを

求めているが，諮問庁は，本件対象文書の外に開示請求の対象として特定

すべき文書は保有しておらず，本件対象文書の不開示部分は法５条１号，

２号イ及び６号柱書きに該当するとしているので，以下，本件対象文書の

見分結果を踏まえ，本件対象文書の特定の妥当性及び不開示部分の不開示

情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）諮問庁は，理由説明書（上記第３の１）において，不服申立人が特定

を求める，紙媒体が特定された本件対象文書の電磁的記録は，本件開示

請求時点においていずれも存在しない旨説明する。 

（２）本件対象文書の作成・取得の経緯，その内容等に鑑みれば，国土交通

省において本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべき文書を

保有していないとする上記諮問庁の説明に特段不自然・不合理な点は認

められず，これを覆すに足る事情も認められない。 

したがって，国土交通省において本件対象文書の外に開示請求の対象

として特定すべき文書を保有しているとは認められない。 

３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）法５条１号該当性について（上記第３の２（２）アに掲げる部分） 

当該部分は，本件に係る訴訟で甲Ａ５６号証及び甲Ａ５７号証として

提出された各報告書を作成した特定法人の従業員の氏名及び各報告書中

の当該個人に関する記載がそれぞれ一体として，法５条１号本文前段の
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個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができるものに

該当すると認められる。また，当該情報について，同号ただし書イない

しハに該当するとすべき事情は認められず，いずれも個人識別部分であ

ることから，法６条２項による部分開示の余地はない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，同条２号イについて

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

（２）法５条２号イ該当性について（別紙２の①に掲げる部分について） 

ア 当該部分について諮問庁は，これを公にすることにより，上記報告

書を作成した特定法人の名称が明らかになり，当該法人に電話や直接

訪問等の問合せが殺到し，通常の業務に支障を及ぼすおそれが生じる

ことから，その権利利益を害するおそれがあるため，法５条２号イに

該当する旨説明する。 

イ しかしながら，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたとこ

ろ，環境影響評価を行った法人の名称は公表されているとのことであ

るから，上記報告書を作成した特定法人が環境影響評価を行った法人

と同一である場合には，新たに当該法人に対する電話や直接訪問等の

問合せが殺到するといったことは想定し難い。 

また，上記報告書を作成した特定法人が環境影響評価を行った法人

と異なる場合には，特定法人は，当該報告書の提出により得られる

利益と，自身の法人名が公にされることにより生じ得る不利益とを

比較・検討した上で，当該報告書の提出を行ったものと思料される。

そして，この報告書の提出が法人の名称を公にしないという条件を

付した委託契約等による場合であれば別論，当審査会事務局職員を

して諮問庁に確認させたところ，本件においてそのような事情は存

しないとのことである。 

したがって，上記報告書を作成した特定法人が環境影響評価を行っ

た法人と同一であるか否かを問わず，特定法人の名称が法５条２号

イに該当するとは認め難い。 

以上のことから，当該部分のうち，上記（１）で法５条１号に該当

すると判断した部分を除く部分（別紙３に掲げる部分）は，同条２

号イに該当せず，開示すべきである。 

（３）法５条６号柱書き該当性について（別紙２の②に掲げる部分につい

て） 

ア 当該部分について諮問庁は，希少野生動植物種等に指定されている

生物の生息場所等が具体的に特定できる情報であって，公にすること

により，乱獲等のおそれがあり，国が行う当該生物の保護に支障を及

ぼすおそれがあり，法５条６号柱書きに該当する旨説明する。 

イ 当該部分には，希少野生動植物種等に指定されている生物の確認地
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点を表示した図表が記載されていることが認められ，これを公にする

ことにより，国が行う当該生物の保護に支障を及ぼすおそれがあり，

法５条６号柱書きに該当する旨の上記諮問庁の説明は首肯できる。 

したがって，当該部分は，法５条６号柱書きに該当し，不開示とし

たことは妥当である。 

４ 不服申立人のその他の主張について 

不服申立人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

５ 本件各決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条２号イ及び６号柱書きに該当するとして不開示とし

た各決定については，国土交通省において，本件対象文書の外に開示請求

の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので，本件

対象文書を特定したことは妥当であるが，諮問庁が，不開示とされた部分

は同条１号，２号イ及び６号柱書きに該当することから不開示とすべきと

していることについては，別紙３に掲げる部分を除く部分は同条１号及び

６号柱書きに該当すると認められるので，同条２号イについて判断するま

でもなく，不開示としたことは妥当であるが，別紙３に掲げる部分は同条

２号イに該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 椿 愼美，委員 山田 洋  
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別紙１ 本件対象文書 

Ⅰ 平成２８年１月２０日付け国広情第３３９号（処分１）分 

文書１－１ 平成２７年１０月２８日付け国水政第４８号の決裁関連文書 

文書１－２ 平成２７年１１月９日付け国水政第５０号の決裁関連文書 

文書１－３ 平成２７年１１月１６日付け国水政第５３号の決裁関連文書

（訴状（案）除く） 

文書１－４ 平成２７年１１月１７日付け国水政第５５号の決裁関連文書

（訴状除く） 

文書１－５ 平成２７年１１月１８日付け国水政第５６号の決裁関連文書 

 

Ⅱ 平成２８年７月２９日付け国広情第１７２号（処分２）分 

文書２－１ 平成２７年１１月１６日付け国水政第５３号の決裁関連文書

（訴状（案）のみ） 

文書２－２ 平成２７年１１月１７日付け国水政第５５号の決裁関連文書

（訴状のみ） 
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別紙２（本件対象文書の不開示部分及び不開示とした理由（原処分）） 

 

１ 不開示部分 ２ 不開示とした理由 

①  訴状 

５７頁 

特定法人名

が記載され

た部分 

 本件報告書は，「本件埋立事業に

関し，国は，経験豊富な環境コンサ

ルタント会社に依頼して環境影響評

価を行い，専門的知見からできる限

りの環境保全措置を採っていること

など」を証明するために提出しても

らったものである。 

 本件報告書には，報告書を記入し

た社員の業務経歴や法人の情報等が

詳細に記入されていることから，報

告書を書いた法人が明らかになる。 

 これを公とした場合，訴訟におい

て当該法人の社員が報告書を提出し

たことが明らかになり，当該法人に

電話や直接訪問等の問い合わせが殺

到し，通常の業務に支障を及ぼすお

それが生じることから，法人の権利

利益を害するおそれがあるため，法

５条２号イに該当することから，不

開示とした。 

 証拠説明書甲Ａ５６及

び甲Ａ５７の標目（作

成者欄） 

特定法人の

従業員名が

記載された

部分 

 証拠書類甲Ａ５６号証

及び甲Ａ５７号証（特

定法人が提出した報告

書） 

全文 

 

 

②  証拠書類 

甲Ａ６０の２号証，同

６０の３号証，同６１

の２号証，同６１の８

号証，同６２の４号

証，同６２の６号証，

同６２の７号証，同６

３の２号証，同６３の

５号証，同６３の６号

証，同６３の７号証，

同６３の９号証，同６

３の１０号証，同６３

の１１号証 

希少生物の

生息地点が

表示された

図表 

 

 希少野生動植物種等に指定されて

いる生物の生息場所等が具体的に特

定できる情報については，公にする

ことにより，乱獲等のおそれがあ

り，当該生物の保護に支障を及ぼす

おそれがあるため，法５条６号柱書

きに該当することから，不開示とし

た。 
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別紙３ 

① 訴状５７頁の特定法人名が記載された部分 

② 証拠書類甲Ａ５６号証及び甲Ａ５７号証（特定法人が提出した報告書）

のうち，特定法人の従業員名及び当該従業員の経歴等当該従業員を類推す

ることができる情報が記載された部分を除く部分 


